
　(様式１)

事業の名称：　空き家対策モデル事業（空き家対策総合支援事業）に関する事務事業及び評価事業


標記について、申込書を提出します。

令和　　年　　月　　日

国土交通省住宅局長　殿






提出者）住所・所在地
団体名
代表者　役職名　氏名


作成者）担当部署
氏名
電話番号
Ｅ－mail


（様式２－１）
補助対象事業者の要件等＜事務事業＞

	(１)　事務事業の実施に関する適確な事業計画を有していること。　



(２)　事務事業を的確に遂行する技術能力を有し、かつ、事務事業の遂行に必要な組織及び人員を有していること（実施体制並びに事業・技術に関する事業部等の組織及び人員に関する説明、事業に関連した実績等を記載すること。）。



(３)　事務事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。



(４)　事務事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有していること。



(５)　事務事業において知り得た情報の秘密の保持を徹底すること。



(６)　事務事業に係る経理その他の事務について適確な管理体制及び処理能力（会計処理・管理、監査、検査の体制等）を有していること。



(７)　その他（今回、事業に申し込むに当たって特筆すべきことがあれば自由に記載すること。）。



注１：公示【２（１)①～⑥】に記載されている補助対象事業者の要件について、充たしている状況をそれぞれ具体的に記載すること。
注２：添付資料がある場合にはその旨記載すること。
注３：スペースが足りない場合は適宜ページを追加すること。
注４：本様式は、２ページ以上４ページ以内で作成すること。

（様式２－２）
補助対象事業者の要件等＜評価事業＞

	(１)　空き家対策モデル事業を実施しようとする者からの提案内容について、総合的な評価を行う評価委員会を運営するために必要な体制、調査検討、改修工事等に関する支援を実施するために必要な専門知識や技術能力（不動産、建築設計・施工その他本事業の評価に必要な専門知識及び技術能力をいう。）を有する人員等（代表者、事業実施責任者等）を有していること。　



(２)　評価対象となるモデル事業の補助事業者その他の空き家関係の業務を行っている事業者等に支配されていないこと。



(３)　本業務によって得た情報により新たな営利を得ないこと。



(４)　評価事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有していること。



(５)　評価事業において知り得た情報の秘密の保持を徹底すること。成果を活用したコンサルティング業務を行わないこと。



(６)　評価事業に係る経理その他の事務について適確な管理体制及び処理能力（会計処理・管理、監査、検査の体制等）を有していること。



(７)　その他（今回、事業に申し込むに当たって特筆すべきことがあれば自由に記載すること。）。



注１：公示【２（２)①～⑥】に記載されている補助対象事業者の要件等について、充たしている状況をそれぞれ具体的に記載すること。
注２：添付資料がある場合にはその旨記載すること。
注３：スペースが足りない場合は適宜ページを追加すること。
注４：本様式は、２ページ以上４ページ以内で作成すること。

（様式３）
事務事業及び評価事業を効率的かつ効果的に実施するための提案内容

	＜事務事業＞
（１） モデル事業に関する補助金交付規程及び補助金交付申請等マニュアル・様式の整備






（２） 補助金交付申請の受付･審査及び交付決定に係る事務






＜評価事業＞
（３） 空き家対策に関する学識経験者等で構成する評価委員会の運営、モデル事業を実施しようとする者からの提案内容に関する総合的な評価及び評価結果の国土交通省への報告、評価委員会による講評及びモデル事業を実施する者の事業概要をとりまとめた資料の作成






（４） モデル事業等を実施した者から優良な事業者を選定し、その事業者による事業成果発表会の開催（モデル事業を実施する者、自治体等が参加する会とすること。）及び発表された事業成果に係る資料のホームページへの掲載




注１：公示【１（3)】の【①ア】、【①イｱ）】、【②ウ】又は【②ク】に記載されている事業について、効率的かつ効果的に実施するための提案をそれぞれ具体的に記載すること。
注２：添付資料がある場合にはその旨記載すること。
注３：スペースが足りない場合は適宜ページを追加すること。
注４：本様式は、２ページ以上４ページ以内で作成すること。

（様式４－１）
補助対象事業に係る事業費の参考見積とその経費内訳
（単位：千円）
	経費内訳
	金額
	備考

	賃　　　金
	
	

	報　償　金
	
	

	旅　　　費
	
	

	需　要　費
	
	

	役　務　費
	
	

	委　託　料
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	負担金、補助及び交付金
	
	

	合計
	
	



※　補助事業を実施するために必要な経費の全ての額（消費税及び地方消費税額を含む。）について記述すること。
※　必要に応じて行を追加すること。



（様式４－２）
補助対象事業に係る事業費の参考見積とその経費内訳＜事務事業＞
（単位：千円）
	事業に要する経費の総額
	

	経費内訳
	事項
	数量
	単価
	金額
	備考

	賃　　　金


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	報　償　金


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	旅　　　費


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	需　要　費


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	役　務　費


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	委　託　料


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	使用料及び
賃　借　料

	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	負担金、補助及び交付金
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	



※　補助事業（事務事業の部分に限る。）を実施するために必要な経費の全ての額（消費税及び地方消費税額を含む。）について記述すること。
※　必要に応じて行を追加すること。



（様式４－３）
補助対象事業に係る事業費の参考見積とその経費内訳＜評価事業＞
（単位：千円）
	事業に要する経費の総額
	

	経費内訳
	事項
	数量
	単価
	金額
	備考

	賃　　　金


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	報　償　金


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	旅　　　費


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	需　要　費


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	役　務　費


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	委　託　料


	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	使用料及び
賃　借　料

	

	

	

	

	


	
	小計
	
	
	
	

	負担金、補助及び交付金
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	



※　補助事業（評価事業の部分に限る。）を実施するために必要な経費の全ての額（消費税及び地方消費税額を含む。）について記述すること。
※　必要に応じて行を追加すること。




（様式_別紙１）

事業費の内訳は、事業執行のため必要となる以下の費用とする。
	内　　　訳
	説明

	賃　　　金


	事業執行のため必要な一般職員の給料、諸手当並びに社会保険料、及び事業執行に必要な補助員等の賃金。


	報　償　金

	謝礼金等。


	旅費

	事業執行のため必要な普通旅費。


	需用費





	文具費、消耗器材費等消耗品費、自動車等の燃料費、事務所用燃料費等燃料費、茶菓子、弁当等食糧費（事業遂行上特に必要な場合）、報告書、帳簿等の印刷、製本代等印刷製本費、電気、水道、瓦斯等の使用料、同計器使用料等光熱水費並びに事務用器具等備品の修繕料等。


	役務費


	郵便、電信電話料及び運搬料等通信運搬費、物品保管料、倉庫料等保管料、広告料、登記手数料、物品取扱手数料、報告書等の筆耕料等。


	委託料

	事業執行のため必要な委託料。


	使用料
及び貸借料

	自動車借上、会場借上、物品その他の借上等使用料及び賃借料。


	負担金、補助及び交付金
	事業執行のために必要な負担金等。
担し、経常的会費等は含まない。



